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1. 商法の欠陥　
日本における倉庫営業 （Public warehousing） の歴史は相当に旧 く， 明治4
年（1871年）の蔵屋敷制の廃止と明治9 年（1876年）の租税金納制の移行 と
に因り，財貨が自由市場へ流出するに至ってその貯蔵場所と適当な金融機関
の出現が要望されるようになったのと， 明治10年 （1877年） 西南之役で新生
明治政府の基盤確立かおり，各地に物品の保管兼融資 またぱ取引の補助機関
として倉庫業が発生するに至ったので1)　 倉庫業の歴史は100 年を越えたわ
け であるが，法的にその姿が明確になるためには新商法の制定を待だなけれ
ばならなかった（明治32年,   1899 ・ 3 ・ 9）o新商法の立法理由書は，つぎのと
おりに述べている≒
「既成商法其他多数ノ商法々典二於テハ相当スル規定ヲ欠鋏スト雖モ之ヲ
設クルコトハ実際上極メテ必要ナリ……我国二於テモ現今ハ此種。ノ営業未
夕多力ラスト雖モ漸次発達増加スルノ傾向アルヲ以テ本案ハ新 二本節ヲ設
ケタリ」　
上記の「本節」とは現行の商行為法での第2 節「倉庫営業」のことである。
この立法理由書で「我国二於テモ現今ハ此種ノ営業未夕多力ラスト雖そ漸次
発達増加スルノ頬向アルヲ以テ」としている点から推察できるように，日清
戦役に勝利してその賠償金により政府は多年の懸案であった金本位制を実現
するまでになったことから（明治30年，1897 ・ 10 ・ 1）, 日本の経済力が著しく
伸展していたのである。
2　
ところが，新商法は明治32年ごろの倉庫業を規定対象にしたままで今日に
及んでいるので，甚だしく時代遅れの内容を有し，業界に多 くの不利不便を
崔しているにも拘わらず，業界からは改善0 声が少しも挙がっていない。　
第597 条　倉庫業者を定義するに当り「物品ヲ倉庫こ保管スルヲ業トスノレ
者」としている。一見異とする点がないかのよ似こ看過されて来ているが，
ト倉庫ニ」の文字を必要とするか否かが問題になるはずであることは，次記
のドイツ商法（第416条）とか， 中華民国民法（第613条）を見れば判明する。
ドイツ商法第416 条　Lagerhalter  （倉庫営業者）ist, wer gewerbsmassig　die Lagrung
 （貯蔵）und Aufbewahrung  （保存）von Gutern iibernimmt.　
中華民国民法第613 条　 栴倉庫営業人者， 謂 以受報酬而為他人推蔵及保管
物品為営業之人。　
上記の2 規定には日本商法の「倉庫ニ」に相当する用語が見当らない。倉回
庫とあれば,   r倉」が穀倉,   r庫」が武器庫であるわけであるから，当然に
建屋を意味しなければならず，空地で保管する「野積保管 （Open yard stor-age
）」 乱 原木の如 く に水面保管」をする営業も商法を文言解釈すれば，そ
の何れも倉庫業には入らないことになる。明治30年頃には野積保管 も水面保:
管も立法者としては見聞するところではなかったのであろう。今日では石油
の船舶保管さえも行なわれているのであるから，「倉庫ニ」の文字は不要と
なる。倉庫の語の大和言葉「くら」の語源は 「オク（置く）」 と「ラベ 特定のヽ
場所」」の合成語の「オクラ」に在るから剔 建屋の意識は殆どないといえる。
故に商法第597 条は「倉庫営業者トハ他人ノ為二物品ヲ保管スルヲ業トスル
者ヲ謂フ」とすべきであったのである。　
上述するところは，重箱の隅を突くか0 ように見えるのであるが，この点
への注意が足りないために運送途上に在る貨物を仮置きする場所と定めていヽ
る「上屋（Transit shed）」との混乱が生じている。 倉庫とは保管のためのク
ラであり，上屋とは仮置きのためのクラであるとするのを業界の通念として
いるので，何らかのトラブルが生じた場合の法的取扱いは両者ともに商法上。
け倉庫業として処理されることに全く気付くところがない。モのために倉庫
業の規制は産業法としては倉庫業法の，上屋業の規制は港湾運送業法の所属
であるどしている。強いてこの分割を出現するに至ったのが所管官庁の恣意
に因ったとい う歴史的事実であることさえも忘れ去っている。上屋が運送途
上の貨物を仮置きするための施設であると言って屯
る」施設である事実は少しも変わるところがない。
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「他 人 のた め に 保 管 を す
第598 条　法定倉庫証券としての「預証券及ヒ質入証券」の発券を倉庫業
者に義務付けているが， のちに第627 条で 「倉荷証券」 を追加したため に
く明治44年，1911年），フランス商法に散った預証券および質入証券（Recepisseet warrant
） の2 種1 組の複券制と， ドイツ商法に倣った倉荷証券 （Lager-schein
） の一種のみとする単券制との2 制度が法的には併存する建前になっ
てしまったが，現実には倉荷証券が制定されるや否や複券制の方は自滅する
に至ったにも拘わらず，立法者はこの点に何らの手も加えないでいる。単複
併用をしているのは世界で日本だけである。立法者が手を加えなかったのは
複券制を支持する有力な論者が一部にあったと言われている。　
複券制の内容をもっとも明らかにしているのは， つ ぎの商法規定（商法第'603
条第2 項）である。　
預証券所持人力未夕質入ヲ為ササル間ハ預証券及ヒ質入証券ハ各別二之ヲ
譲渡スルコトヲ得ス　
複券制の倉庫証券はその交付に当ってぱ，預証券と質入証券とが縦またば
こ横に連続した様式で作成されるのである。しかも質入による流通があるべき
ものとの建前になっているので，上記のとお りに質入が行なわれない間はそ
の連続した様式を破ることができない ことになっているのであるんだから両
証券は， つぎの過程により分離して流通 （Circulationであって,   Distribution
ではない）する。　
寄託者は，預証券と質入証券 とを前記のとおりに2 枚連続のままで倉庫業
者から交付を受げるので ，両者を切り離すことなく金融業者（以下便宜上「銀
行」と記す。）に持参し， 譲渡裏書きを行なって質権を両証券の上に設定して
担保に供する。　
最初の融資者である銀行，即ち第1 質権者は，両証券の券面に債権額・利
息・弁済期を記入し，かつ預証券に裏書署名をして両証券を切離し，第1 質
権設定者となった原始寄託者に預証券を返還して質入証券は手 心とに留める
（商法第606条）。　
上記により貸付げを行なった第1 質権者（銀行） は，資金補充の必要が生
じたときに，質入証券に譲渡裏書をして他の銀行から融資を受けるので，融
4資をした「他の銀行」はその質入複券に関しては第2 質権者となる。今日0
状態と異なり，当時の銀行はいわゆる富豪と栴された者が経営するものが多
く，また今日と異なり日本銀行から貸出しを受けることが容易ではなかった
ので，手許資本による貸付業務が一般的であった関係で，質入証券が銀行間
で流通したのである。スイスのチューリヒ市の銀行街に多く見る私人的銀行
の資金運用状況は戦前の日本とよく似ているが，この点は合同に合同を重ね
て今日に至った日本の市銀・地銀の姿を見慣れている者には理解が困難とい
えよう。　
預証券を分割で得た原始寄託者即ち第1 質権設定者は，すでに譲渡裏書を
してあるその証券により寄託物を，営業倉庫に在庫のままで販売するのであ
るが，代金の授受は物品代価から売手つまり第1 質権設定者が第1 質 権 者
（銀行）から受けた融資額を差引く，つ まり肩替りをして，不足分を現金，
手形などで支払うという形式を採るから，その寄託物の売買代価が100 万円
であり， 銀行貸付高が80万円であったとすれば，買手は20万円の資金で100
万円の品物を入手することにな り，取引きそのものは20万円の資金で100万
円の取引きが行なわれたことになる。この仕組みが立法者を誘い，フランス
法を採用するに至ったわけである。複券制を支持する一部の人人が現存する
理由もまたここに在るが，楯の一面のみを見ているに過ぎないことを，つぎ
に示すことにする。　
第1　 ベルギー・イタリアの複券制に他山の石を見出すことができ るへ
両国ともに倉庫業は比較的に盛んであるけれど乱 倉庫証券は重要性を有し
てしヽない。　
第2　 連帯債務の拘束かおる。債権者は債務弁済期が来れば，手形法規定
の準用により関連裏書人に対し遡及権を行使できるから（商法第613条，手形
法第45条）レ 預証券に裏書きをすれば連帯債務を負担することに な るので，
この証券による売買で一定の利益を収めたとして乱 その利益は確定利益と
はならないから，商取引としては不適当となる。　
第3　 債権者が浮動的である。債権者七ある銀行が手許資金補充のために
質入証券を裏書譲渡をすれば，質権の譲渡となるから，質権設定者が知らな
い聞に第2 質権者，第3 質権者などが出現し，何人が自分め真の債権者であ
るかを知ることができない。不特定の債権者が存在するということ自体が不
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可解な事柄であるとしなければならないし，真の債権者を探索している裡に，
寄託物が債務弁済期の到来を理由として流質される危険さえもあ り，商取引
を非常に不安定にする。　
第4　 債務者が浮動的である。預証券が流通することは，債権者の立場か
ら見れば，自己の知らない間に第2, 第3 といった具合に質権設定者が出現
し七いることになり，相手とすべき真の債務者を簡単には知りえられない。
質権設定者は債務者の変更を質権者に通知する義務を課するとして 乱 前述
のとおりに質権者自体が浮動的でありうるのであるから，不当な義務となる。
第5　 増担保の徴求が困難Tである。寄託物の市価が著しく低下した場合に
は，債権者は担保の安定を図るために増担保を徴求するのが常道であるが，
前述のとおりに債務者が浮動的であるので，徴求の真の相手方を定めること
が，連帯債務制の保護かおるとして 乱 実務上は困難である。　
第6　 倉庫業者の一方的不利益かおり，公平の理が否定されている。質権
設定者である預証券所持人は債務を弁済するのでなければ寄託物を入手する
ことができないが，商法では債務弁済に当り倉庫業者を相手とすることにな
っている（商法第608,   621条）。　このように倉庫業者を債務弁済の窓口とした
ことは，債務者と債権者との不確定の不便を解消するためであるが，このこ
とは倉庫業者に不当の負担を課すことでしかない。倉庫業者は回収した預証
券と正規のセットをなしている質入証券を入手するためと，受託中の金銭を
返還するためとに煩頂な事務を行なわなければならないが，質入証券は流通
有価証券であるからその所在捜索は，極端な場合には全国に銀行を捜索する
ということになる。また債務額については一円も過不足のない利息計算をす
るという仕事を負担しなければならない。この点だけから見て 乱 法は銀行
の債権保護のためにのみ全力を挙げていることになる。　
第7　 債権者は資金運営の上で危険を負担する。前記の増担保徴求上の危
険に加えて，倉庫業者の破産の危険を負担しなければならない。
以上に示した諸欠陥を日本弁護士会は，つぎのとお りに鋭く批判した意見
を発表した。　　
「……全 ク今日二於テハ学者ノ空論二過ギズ，蓋シ二枚証券制度 が発生シ
タル仏国 で注，France） ニ於テハ，特二質入証券ノ流通転帳ヲ計り特別ノ
規定ヲ以テ，中央銀行ヲシテ質入証券ニョル貸出ノ場合ニハ特ニソノ日歩
6　　　　　　　　　　　　レ
△ヲ軽減セシムルガ如牛人為規的定ヲ設ケタルヲ以テ多少二枚証券ノ分離セ
十ラレタノレ活動ノ状況アリ得ベケソモ，吾国二於テ此ノ如者特別規定ナキヲ
以テ質入証券ノ流通転損ハ全ク空論卜曰ハザルベカラズ。従ツテ一枚証券
制度ヲ採用スルヲ相当卜信ズ。」5)
単券制では倉荷証券を銀行に差し入れてしまうと，手もとに何も残らない
から，商取引を妨げるとの一応の批判が成立するけれど乱　この欠陥は商法
第628 条の新設で完全に救済されている。同条で「内出契約」という進歩的
な方法が規定されているのであるが，複券制を是としている一部の論者は同
条に論及するところがない。　
いま複券制関係規定が廃棄されたとすれば，多くの規定が，つぎのと沁り
に無用となる。　
第606条　質入証券の第1 裏書の要件　
第607条　預証券への債務関係記事　
第608条　倉庫営業者の債務の受領代理　
第609条　手形法第44条に定める拒絶証書の作成　
第610条　質入証券所持大へめ競売権付与　
第611条第1 項　質入証券所持人への競売代金の帰属　 十
第612条　競売代金不足の場合の処置　
第613条　証券裏書人に対する遡及権　
第614条　前条の遡及権の喪失理由　
第615条　質入証券所持人の権利の短期時効　
第621条　第608条関連事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＼
ニ第623条　質入証券所持人の供託金に対する=権利　　　 ＼　
第624条　質入証券所持人への競売代金の帰属T
以上の13ヵ条めほか質入証券または同証券所持人の文字は削除されること
になる。　　　　　　　　　　　　　　　ダ　
第602条　倉庫業者にとっての癌(Cancer ） の一つとなっているのは，商
法第602条であ る。 本条は倉荷証券の文言性を明規するものとして有名であ
るが，その裏面を見ると極めて公平を失する規定となっている。本条によれ
ば，証券め発行により寄託者の負うべき経済的・道義的責任の一切を無条件
七倉庫業者が肩替りしなければならない娃前になっている。今冊なおその悪
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弊 を 残 し て い る 「新 潟 倉 庫 事 件 」 の 判 決 （昭和11 ・2 ・12, 大 審院り 昭和10 年（t)
第2194 号） を 見 る と， 問 答 無 用 とば か りの 判 決 振 りで あ り,
つ
証 券 の 文 言 性 さ
え も否 定 し て し ま っ て い る 。　
同 判 決 の 盲 点 は ，商 法 第602 条 （判決当時 の商法 第362 条） 「 … … 其 証 券 ノ定
ム ル所 二依 ル 。」 を 絶 対 視 し な が ら， 逆 に 無 視 し て もい る こ とに は 気 付 い て
い な い ので あ る。 証 券 に は証 券 約 定 が印 刷 し て あ る の で あ るか ら ， こ の約 定
も 「其 証 券 ノ 定 ムル 所 。」 の 一 部 分 を 構 成 し て い る は ず で あ る の に ， 証 券 の
法 定 記 載 事 項 だ け が 「其 証 券 ノ定 ムル所 」 で あ る と断 じ ， 他 の 記 載 は一 切 が
無 効 で あ る と し て い る。 また 同 判 決 の第2 の 盲 点 は 寄 託 者 の 詐 偽 行 為 に 全 く
触 れ て い たト こ と で あ っ て,ぐ
が で き る こ と に な っ た の で あ る。 昭 和44 年 の 札 幌 拓 殖 倉 庫 事 件 の 寄 託 者 も詐
偽 を 行 な っ て の事 件 で あ っ た 。　
裁 判 者 側0 盲 断 は 昭 和32 年 制定 の 「国 際 海 上 物 品 運 送 法 」 の ， つ ぎ に 掲 げ
る 第9 条 に よ っ て も 明 ら か で あ る。　　
「船 荷 証 券 に 事 実 と異 る記 載 が さ れ た 場 合 に は ， 運 送 人 は ， そ の 記 載 にっ
き 注 意 が 尽 さ れ た こ とを 証 明 し な け れ ば ， そ の 記 載 が 事 実 と 異 る こ とを も
っ て 善 意 の 船 荷 証 券 所 持 人 に 対 抗 す るこ とが で き な い 。」　
同 法 は 「1924 年8 月25 日 に ブ ラ ッセ ル で 署 名 さ れ た 船 荷 証 券 に 関 す るあ る
規 則 の 統 一 の た め0 国 際 条 約 」 を 国 内 法 化 し た も の で あ る だ汁 に ， そ の 内 容
は 極 め て 実 務 的 で あ る
○　
文 言 性 証 券 を 発 行 す る限 り， 荷 口0 個 数 ，荷 姿 ， 品 種 ・ 品 質 を 発 行 の 都 度
に 確 認 す べ き で あ る と す る の は ， 常 識 と し て 一 応 是 認 で き る が ， 明 治 中 期 の
状 況 と異 り ， 荷 口 の 大 き さ の 発 展 と商 取 引量 の 増 大 が あ る 今 日 と し て は 「内
容 不 検 査 」 とな る の が 常 識 と な っ て い る。 法 は 寄 託 者 に 対 し 真 実 を 申 告 す べ
き 義 務 を 課 し て い な い の で あ る か ら ， 寄 託 申 込 書 どお りに 証 券 記 載 が行 な わ
れ る こ とを 以 て 倉 庫 業 者 の責 任 限 度 と す る の が 正 し い とし な げ れ ば な ら な1
陥　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
商 法 で は 寄 託 者 に 対 し 寄 託 物 点 検 の 権 利 を 与 え て い る の で あ る か ら （商法
第616 条第1 項）， 貸 出 を す る銀 行 に 限 っ て そ の 権 利0 行 使 を 不 要’と す る が ご
と き は ， 不 公 平 こ の 上 も な い こ とで あ る。　
第605 条　 商 法 第605 条 に 依 れ ば ， 証 券 が 滅 失 し た 場 合 に は ， そ の所 持 人 は
8相当の担保を提供することにより，その証券の再交付を請求することができ
ることになる。実地では相当の担保と引換えに再発行をすることはなく，株
券喪失の場合と同じく除権判決を前提としている。株券については「株券ヲ
喪失シタル者ハ除権判決ヲ得ルニ非ザレバ其ノ再発行ヲ請求スル コ ト ヲ 得
ズ」と明記しているのであるから）（商法第230条第2 項）， この規定を設けるに
当っては商法第605 条を同時に改めていなげればならなかったのである。　
打保の最も簡易なものは定期預金証書である。仮にこれを用いたとすれば，
旧証券所持人が新証券を流通の用に供した場合には，その証券が悉皆出庫，
業界でい う「出切り」となるまでは担保は倉庫業者の保持するところとなる
ので，担保取戻しの時期は不定となる。また定期預金証書を銀行に持ち込め
ば融資の便を得られるのに対し，倉庫業者に提供すれば融資の利を受けるこ
とができないことを思えば，商法第605 条は全くの素人的考え方でしかない。
多くの銀行の担保についての。現行規定には商法第605 条がそのまま利 用され
ている事実について注意をする必要かおる。　
第521 条　本条は商人間の留置権を規定しているが，「……其債務者トノ間
二於 ケル商行為 二因リテ自己 ノ占有二帰シタル債務者所有ノ物又ハ有価証券
ヲ留置スルコトヲ得……」とするから，問題は「債務者所有ノ物又ハ有価証
券」という点に生ずる。　
欠陥の第1 は，真の所有者の確認にある。この確認は端的にいえば不可能
に近い。ある人が腕時計を有しているときに，時計店の領収書を有している
だけではその所有権の確認にはならない。その時計店が移転し，しかも移転
先が不明とあれば，その領収書の真偽は決定できない。　
欠陥の第2 は，明治中期と異なり，真の所有者と寄託者との分離が進んで
来ていることである。他人の財貨を自己名義で寄託することは，問屋が寄託
をする場合，運送業者が貨物引替証付き，または船荷証券付き貨物を寄託す
る場合などが著しい例である。これらの場合には，倉庫業者は寄託者を債務
者とするのであるから，債務者所有の物でなければ，留置できないとあれば，
留置権発動か不可能になり，発動のためには，寄託者が真の所有者の委任を
受けて寄託するとの仮定を設けなければならなくなり，受寄の都度にその委
任の存在を証明する文書を徴求するのでなければ，寄託契約を成立させるこ
とができない。
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第618 条　 倉 庫業 者 は受 寄 物 出 庫 の時 で な け れ ば ， 保 管 料 お よび 立 替 金 そ
の 他 受 寄 物 に 関 す る費 用 の支 払 い を 請 求 す るこ と が で き な い 旨 を 規 定 し て い
るか ら ， い わ ゆ る 「出 庫 計 算 」 の み を 認 め ， 在 庫 中 の 計 算 ， つ ま り 丁残 高 計
算 」 を 法 的 に 否 定 し て い る。 こ の 規 定 の内 容 に は2 つ の不 合 理 が あ る。 そG
第1 は 寄 託 に つ い て 委 任 の規 定 の 準 用 か お る こ と で （民法第665 条），「 出 庫 の
時 」 と限 定 す れ ば 寄 託 は請 負 契 約 に 属 す る こ と に な る 。 そ の 第2 は 業 界 の 慣
行 で は 殆 ど の 場 合 に 残 高 計 算 を 採 用 し て い る事 実 の無 視 で あ る。 実 地 で は 倉
庫 役 務 需 要 者 と倉 庫業 者 と の 取 引 関 係 は ， 信 用 に 基 く 継 続 的 な 商 取 引 で あ る
こ とに 注 目し な げ れ ば な ら な い 。 ま た 出 庫 計 算 を 押 し 進 め る と ， 立 替 金 の場
合 ，荷 役 賃 の 場 合 に 倉 庫 業 者 は 運 転 資 金 に つ い て 不 当 な 立 場 に 立 だ さ れ る。
つ ま り出 庫 し た 部 分 に つ い て の み の 入 金 と な る か ら ， 既 に 債 権 と し て 確 定 し
た 立 替 金 と入 庫 賃 そ の 他 の荷 役 料 が 全 額 回 収 を 許 さ れ な い こ と に な る。 明 治32
年 の 立 法 当 時 と現 在 と で は ，既 述 し た よ うに 業 界 の 規 模 の差 は極 め て異 っ
て い る か ら で あ る。　
ご の点 て 参 考 に な る の は ， ド イ ツ商 法 第420 条 第2 項 のっ ぎ の規 定 で あ る6)。
「前 項 二依 リ テ倉 庫 業 務 ノ負 担 ス ル 金 額 （倉庫費 用Lagerkosten ） ノ中 ，
現 金 ヲ以 テ 為 シ タ ル立 替 金 ハ ， 直 チ ュ 之 ヲ 償 還 ス ル コ ト ヲ要 ス。 其 ノ他 ノ倉
庫 費 用 ハ ， 入 庫 ノ時 ヨ リ 毎3 ヶ 月 ヲ径 過 シ タ ル 後 ，又 ハ ， 期 間 内 二寄 託 物 ヲ
受 戻 ス トキ ハ ， 受 戻 ノ際 二之 ヲ 償 還 ス ル コ ト ヲ要 ス。 … … 」　
立 替 金 の と き は直 ち に 請 求 で き る と し た の は ， 商 取 引 の 何 た る か を 充 分 に
知 う て の 規 定 で あ り， そ の 他 の料 金 は 入 庫 の時 点 か ら3 ヵ 月 と し て い る の も
倉 庫業 界 の実 情 を 尊 重 し て の規 定 と し て 評 価 で き る。 日本 で も平 均 在 庫 期 間
は 約2  ヵ 月 と な っ て い る。　
倉 庫 営 業 を 規 定 す る 商 法 第597 条 か ら第628 条 ま で の32 ヵ条 の中 に は 「 混 合
保 管 （Commingling,  Vermischung ）」 に つ い て の規 定 が 全 く見 当 ら な い。　こ
の欠 陥 を 補 うた め に 標 準 倉 庫 寄 託 約 款 （昭和32  ・ 2・1 実 施）第19 条 に つ ぎ の と
お りの規 定 を 設 け て い る。　　　　　　
■　　　■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■　
第1 項　 当 会 社 は ， 関 係 寄 託 者 の 承 諾 を 得 て ， 一 つ の倉 庫又 は 同 一 の 保 管
場 所 若 く は 保 管 地 に お げ る多 数 の倉 庫 に お い て ， 種 類 及 び 品 質 の 同 一 な受
寄 物 を 混 合 保 管 す る こ とが で き る。　
第2 項　 当 会 社 は ，1 人 の 寄 託 者又 は 証 券 所 持 人 に 対 し ， 他 の寄 託 者又 は
10　　 ‥‥‥‥　 ‥　
証券所持人の同意なくして，混合保管した受寄物の中から当該寄託者又は
証券所持人の寄託に係るものと同一数量のものを返還することができる。
第3 項　前項の規定は，寄託者又は証券所持人の1 人が自己の寄託に係る
数量の受寄物を特定保管に転換するときに準用する。　
以上の3 項で一応は形式ができ上っているように見え，また業者亀これで
商法規定の不備を補っていると信じているようであるが，倉庫寄託約款が自
己の営業方針の宣言であることからすれば，混合保管より生ずる事故に対処
するための規定を設けていないことは不思議とすべきであって，これは頭の
中では混合保管という言葉は理解しつつ，混合保管とは事実上でいかような
ものであるかを全く気付いていない証拠となる。　
混合保管に関する規定を法的に有しない欠陥について業界はあまり気付い
ていないが，厳密に考えると，法的には「共有」に関する規定により処置し
なければならないのである（民法第249－264条）。民法の規定で最も不便を招
来するのは，共有物の変更に当ってば, 他の共有者の同意を必要とすること
であり（民法第251条），共有者の1 人がその持分を揃棄した とき， または相
続人がなくて死亡したときは,ダその持分が他の共有者に帰属してしまうこと
である（民法第255条）。　
実地では，混合保管であることを全く知らない，または気付かないで混合
保管を行なっている。大口の貨物を受寄していて，のちに小口に分割した際
には，各荷口を一見して明らかであるようにすべきであるのに，帳簿上は別
として，現物についてはそのようにすることがないから，明らかに混合保管
となっているが，関係寄託者にはその旨を通知することもない。それである
から，旧大口貨物の一部分に事故を生じて乱 その不利益は早く知った者だ
けが先手を打って免れるという不都合を生じている。この場合には海上保険
で行なわれる「共同海損（General average）」 に相当する取扱いがあって然
るべきはずである力気 そのことがないので，「早い者勝ち」的な不利益離脱
示実際に生じてト る（商法第817条）。　
倉庫業界では上記の混合保管0 法的不備が気付かれていないのみでなく，
つぎに示すように運送契約についての不利益も気付かれていない。　
港湾運送事業法第13条第1 項　一般港湾運送事業者は，その責に帰すべか
らざる事由にょり貨物の引渡をすることができないときは，荷受人の費用を
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も っ て こ れ を 倉 庫 営 業 者 に 寄 託 す る こ と が で き る 。　　　　　　　　 十　
第2 項　 一 般 港 湾 運 送 事 業 者 は ， 前 項 の 規 定 に よ り 貨 物 を 寄 託 し た と き は ，
遅 滞 な く ， そ の 旨 を 荷 受 人 に 通 知 し な げ れ ば な ら な い 。　
道 路 運 送 法 第17 条 第1 項　 第3  条 第2 項 第4 号 又 は 第5 号 の 自 動 車 運 送 事
業 を 経 営 す る 者 （以 下 「一 般 貨 物 自動 車 運 送 事業 者 」 とい ‰ ） は レ モ の 責 に 帰 す
べ か ら ぺ る 事 由 に よ り 貨 物 の 引 渡 を す る こ と が で き な い と き は ， 荷 主 の 費 用
を も っ て ， こ れ を 倉 庫 営 業 者 に 寄 託 す る こ と が で き る 。　　　　　 し　
第2 項　 一 般 貨 物 自 動 車 運 送 事 業 者 は ， 第1 項 の 規 定 に よ り貨 物 を 寄 託 し
た と き は ， 遅 滞 な く そ の 旨 を 荷 主 に 通 知 し な け れ ば な ら な い 。　
第3 項　 一 般 貨 物 自 動 車 運 送 事 業 者 は ， 第1 項 の 規 定 に よ り 貨 物 を 寄 託 し
た 場 合 に お い て 倉 庫 証 券 を 作 ら せ た と き は ， そ の 証 券 の 交 付 を 七 つ 七 貨 物 み
引 渡 に 代 え る こ と が で き る 。　　　　　　　　　　 二　
通 運 事 業 法 第23 条 第1 項　 通 運 事 業 者 は ， そ の 責 に 帰 す べ が ら ざ る 事 由 に
よ り物 品 の 引 渡 を す る こ と が で き な い と き は ， 荷 主 の 費 用 を か っ て ， こ れ を
倉 庫 営 業 者 に 寄 託 す る こ と が で き る 。　
第2 項　 通 運 事 業 者 は ， 前 項 の 規 定 に よ り物 品 を 寄 託 し た と き は ， 遅 滞 なy
くそ の 旨 を 荷 主 に 通 知 し な け れ ば な ら な い 。　
第3 項　 通 運 事 業 者 は ， 第1 項 の 規 定 に よ り物 品 を 寄 託 七 だ 場 合 に お い て
倉 庫 証 券 を 作 ら せ た と き は ， そ の 証 券 の 交 付 を も っ て 物 品 の 引 渡 に ㈹ え る こ
と が で き る
○　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’ 　　　　　　　　　　　　　ト
第4 項　 通 運 事 業 者 は ， 第1 項 の 費 用 の 弁 済 を 受 け る ま で ， 倉 庫 証 券 を 留
置 す る こ と が で き る
○　　　　　　　　　　　　‘
前 掲 の3 法 律 は ， そ れ ぞ れ の 業 種 に お い て 引 渡 不 能 の 物 品 を 生 じ た と き は 。
倉 庫 営 業 者 に 寄 託 す る こ と に よ り ， 商 人 の 物 品 保 管 義 務 （商 法 第510 条 ） を 免
れ る と す る も の で あ り ， 倉 庫 営 業 者 は ， 差 別 的 取 扱 を 禁 止 す る 規 定 （倉 庫業
法第10 条） に よ り 予 期 し な い 不 利 益 を 蒙 る 危 険 が あ る 。 一 般 港 湾 運 送 事 業 者
に し て 乱 一 般 貨 物 自 動 車 運 送 事 業 者 に し て 乱 通 運 事 業 者 に し て も 保 管 庫
を 有 す る の で な け れ ば 営 業 を 順 調 に 行 な う こ と が で き な い は ず で あ る の に ，
そ の 設 備 を 有 す る 必 要 が な い と す る の は ， 奇 異 と し な け れ ば な ら な い よ 前 掲・
の 諸 規 定 は ， こ れ ら3 業 者 が 他 人 の 貨 物 を 一 時 的 に 仮 置 き を す る 能 力 が な い
と認 め た た め に 作 ら れ た も の で は な い の で あ ろ う か ら ， 倉 庫 営 業 者 を 踏 台 と
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しての過保護を与えられているとしなければならない。
??
?
?
?
旧日本倉庫協会編『日本倉庫業史』，日本倉庫業会刊，昭和16年，p. 30ト
拙著『倉庫経営論』，学文社，昭和54年，p.71
花和銀吾「くらの語源」，『日本倉庫時報』昭和28・7・1号，p. 4Leopold Mayer,
   Betriebs扨irtschaftslehre　des　Lagerhausgesch＆ftes,   1927
（向井梅次邦訳），宝文館, 昭和6 年,   p. 239
5） 拙著『倉庫経営論』，学文社，昭和54年，p. 1936
） 松木太郎訳『全訂独逸商法ふ 有斐閣，昭和23年版
2. 営業の欠陥　
倉庫業を営むに当っては，倉庫業法（昭和31・6・1公布，法律第121号）の定
めるところにより運輸大臣の許可を必要とす る（m 法第3 条， 冷蔵倉庫につい
ては昭和36・6・7 公布， 法律第118号）。　この法律は商法と同じく新・旧に岐れ
て今日に至っているので，つぎに旧法と新法との経過を示してみる。　
旧法は，つぎの経過を辿った。　
昭和10 ・4・6公布，法律第41 号，倉庫証券の発券許可制を定める。同年10　
・1施行　
昭和22 ・ 12月公布，法律第223 号，民法親族法改正に伴い関連規定を改正
昭和25 ・4 ・ 20公布，法律第106 号，開業届出制に改か。同年7 ・1施行　
当初発券許可制から出発したのであるが，昭和12 年7 月27 日の事実上の対
シナ宣戦布告により財貨の流動に規制が強化されて，倉荷証券流通が減少し，
発券許可制が事実上その効果を弱めたため，倉庫業の統制の網を拡張するこ
とを目的として届出制に強化したわけである。　
新法は，つぎの経過を辿って今日に至っている。　
昭和31 ・6・1公布， 法律第121 号， 開業届出制を強化して開業許可制に改
む。同年12 ・1施行　
昭和36 ・6・7公布，法律第118 号， 冷蔵倉庫業にも許可制を拡げる。　同年
12・1施行　
昭和37  ・9・15公布，法律第160 号，行政不服審査法の制定に関連しての改
正を行なう。同年10 ・1施行
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昭和20・9・29に戦時法令の全面的廃止が定められたのである が， 占領政
策を行なうのに倉庫施設を必要としていた占 領 軍 は， 港湾運送業等統制令
(昭和16・9・16公布，勅令第860号，同年9・2O施行) の取扱いと同じく旧倉庫業
法の廃止に手を触れなかったのみでな く， 昭和21 ・9・30にこの勅令が廃止
されたにも拘わらず旧倉庫業法は上記のとおりに10ヵ年続いた。幸いにして
昭和27 ・4・28に日本は独立を回復したの で， 倉庫業につい七の行政は占領
軍の拘束から完全に離脱するに至ったのであった。
ここで改めて倉庫業法の成立沿革を明らかにして，倉庫業の現在がこの法
律を不可欠のものであるのか否かを考えてみたい。　
昭和10年10月1 日に施行された旧倉庫業法の制定理由は，つぎのとおりで
あった。　　
「倉庫業の経済界における機能の重要なるに鑑み倉庫証券の発行に関し許
可主義を樹立すると共に之に伴う監督制度を確立して斯業の改善刷新を図
り以て吾が産業の発達に資せんとす是れ本案を提出する所以なり。」　
そして旧倉庫業法第1 条は，つぎめとおりの規定となった。　　
「第1 条　倉庫営業者ハ主務大臣 ノ許可ヲ受クルニ非ザレバ預証券及質入
証券又ハ倉荷証券ヲ発行スルヲ得ズ但シ勅令ヲ以テ指定シタル倉庫営業者
ハ此 ノ限二在ラズ」　
これをつぎの新倉庫業法( 昭和31・6・1公布) の関連規定と対比してみると，
内容の変化振りが判明するO　　
「第1 条　 この法律は，倉庫業の適正な運営及び倉庫証券の円滑な流通を
確保することを目的とする。　
第3 条　倉庫業を営もうとする者は，運輸大臣の許可を受けなければなら
ない。　
第13条第1 項　倉庫証券は，運輸大臣の許可を受けた倉庫業者でなければ，
発行してはならない。　
附則，経過規定　 この法律の施行の際現に改正前の附則第6 条第2 項の規
定による届出をして同条第1 項に規定する倉庫業を営んでいる者は，この
法律の施行の日から3 月以内に第4 条第1 項各号に掲げる事項を運輸大臣
に届け出した場合は，この法律の施行の日から3 年間は，倉庫業者とみな
す。その者がその期間内に第3 条の許可を申請した場合において，その申
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請について許可をする唇又は許可をしない旨の通知を受けるまでの期間に
ついて 乱 同様とする。」　　　　　　 し　　　 。・　　　 ニ　
旧法と新法とでは非常な差異かおることは上記のとお りである。不幸にし
て旧法・新法の成立経緯について知られているところが少いので，つぎにそ
れを述べておきたい1≒　
大正12 ・ 9 ・ 1 （1923年）に勃発した関東大震災に当り鉄筋または鉄骨 コ ン
クリート造りの建物に耐震耐火性のあるととが実証されるに及んで倉庫業界
もこの点に大きく注意を払い，庫質革新に向けて一斉に乗 少出したのである
が，折柄の経済界の不況で倉庫業者として建築資金に苦しんでいたところ，
昭和7 年10月1 日から第1 次船舶改善助成施設が実施され，老齢船舶を解体
して新船を建造する場合には，国庫助成金が与えられるに至ったので，庫質
改善に国家的助成を求めようとする機運が倉庫業界に盛 り上がって来た6 政
府当局 右倉庫業界の要望を是として海外における事情の調査を行なったので
あるが，倉庫建設助成の実例が見当らないのみでなく，逆に倉庫業に対して
さまざまの規制を加えている事実かおることが見出され，業界の要望に大き
く水をさすことになった。　
昭和6・9・18の満州事変を機として日本は準戦時体制に入って各方面で経
済統制色が濃厚になって来だのに刺激され，倉庫業者は方針を転換してこの
統制気運を利用する方向に出て，業界の統制を政府に求めるに至った。資材
の配給に有利になるうとしたのである。倉庫行政に規制を加わえる諸外国の
実例を学び取っていた政府は，業者の新しい希望に直ちに対応し，倉荷証券
の発行に許可制を設けるに至った。 事実， 昭和8 年末現在の全国倉庫業 者599
社のうちで， 倉荷証券を交付しでいなかった業者は116 社（19％）に留ま
り，しかもそれらの業者はいずれも小規模のものでしかなかったので，発券
を規制すれば，全国業者の81％は何らかの形式で法的に支配できるわけであ
った。業法に当初「倉荷証券法」の異称が民間で与えられていたのは，こう
した経緯に因ったのである。発券を許可主義としたので，倉庫業界には「発
券業者」と「非発券業者」とが存在することになり，十しかも倉庫業法上の倉
荷証券と，商法上の倉荷証券との2 種が併存することにもなって，倉庫業者
は当然に倉庫証券を発行するものであるとする諸外国の体制から離脱してし
まった呪
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戦前（昭和12年以前） の平常経済状態の下に在って は， 入庫金額の約35％
の貨物が金融または受渡の目的で証券化され，保管残高の約50％の金額の証
券が流通していたと見られていたが，この割合は戦局の進展に伴って変動し
た。 商工省商務局編て全国倉庫業統計表C 昭和7 ・8 年分）， 同省企業局調査
（自昭和14年至16年上期） および日本倉庫統制株式会社調査（昭和19年5 月以降）
により全国および6 大港都市における貨物と証券とに関する状況を見ると，
断片的ながらつぎのとおりであったら
期　　 間
昭和7 年 （全 国）　
・'/   8年 （ 々 ）　//
   14年 上期 （6 大港 都市）
々　 々 下期 （　　//　 ）
//   15年 上期 （　　//　 ）
μ　　μ 下期 （　　//　 ）
・ 々16 年上期 （　　 〃　　 ）//
   19年5 月 （倉庫統制）//
   //   5-9月 （　//　 ）//
   19年12 月（　/ ・ ）//
  20年6 月（　 〃　 ）
々　 々　8 月 （　//　 ）
発券比率
33 ％37
々31//21//31//30//27//15//9
 々10//10//10
//
調査者
一
商務局
々
企業局
??
?
??
?
倉 庫統 制　　//　　//
 （流通 高ベイス）
?
?
??
?
??
?
?
?
（注） 日本倉庫統制株式会社は統制会社令に依り昭和19年5 月1 日に開業し，昭和20年11月30　
日に業務を停止した国策会社である。
業 法 は 戦 時 統 制 で 倉 庫 証 券 の発 券 許 可 を 受 け な く て も 営 業 に 特 別 の支 障 が
な くな っ てい た た め に ， 非 発 券 倉 庫業 者 の増 加 を 来 し た こ と か ら ， 改 訂 さ れ
て ， 開 業 届 出 制 噺 採 用 す るに 至 っ た （昭和25 年）。 届 出 制 と は い っ て 乱 届 出=
受 理に 対 す る 政 府 の 態 度 は 極 め て 厳 し か っ た の で ， 事 実 上 で は 許 可 制 に 等 し
か っ た。　
許可 制 に 近 い 開 業 届 出 制 に 対 し ， 折 柄 倉 庫 業 界 は 不 況 斯 を 迎 え て新 規 開 業
者 の進 出 を 法 の 力 を 借 り て阻 止 し ， 既 存 の利 益 を 守 ろ う と の 思 潮 を 高 め る に
至 り， 昭 和31 年 に 開 業 許 可 制 を 実 現 し た。 許 可 制 とす る に 当 っ て 開 業 と 発券
とを 区 分 し て 来 た 形 式 中 の欠 陥 を 是 正 す べ き で あ っ た に も拘 わ らず ， こ の 点
に 触 れ る こ と な く て 今 日 に 及 ん でい る。 風 潮 とし て は 許 可 制 を 更 に 一 歩 進 め
て 免 許 制 とす る こ とを 求 め る気 配 が 濃 厚 で あ る。
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そこで許可制なり，免許制なりの論拠を考えてみたい。こうした制度を求
めるに至った根底には倉庫業と関連の深い 「港湾運送事業法（昭和26・5・29
公布，法律第161号）」と「道路運送法（昭和26・6 ・1 公布，法律第183号）」のい
ずれもが免許制を採っていることへのバランス保持があると考えられるが，
バランスを持ち出す考え方に間違いがあると言うべきである。港湾といい，
道路といい，ともに国費または地方公共団体により修築または建設されるも
のであって，社会資本的財産であるのに対し，倉庫は社会資本によるもめで
はないからニ同一に論ずべきではない。
……この開業許可制には倉庫業の経済的性質についての認識が全く欠けている
ことが知りえられる。その許可者が運輸大臣であるからである。倉庫業には
甚だしい局地性かおることが故意に不問に付せられている，というのは東京
都にいかに整った倉庫が建てられて 乱 横浜市からは貨物が東京へは流出し
ないからである。名 古屋市と四日市市，大阪市と神戸市との関係についても
同様である。局地性が強いからには，中央に行政力を集めるのは不適当であ
って，許可権は地方の知事に付与するのが相当なはずである。そうなれば全
国を一元化している保管料率や荷役料率のあることも妥当ではない。　
現在の料率は，主要都市（甲地区）のそれを100 としたときには，中級都市
（乙地区）のそれを92 とし，それ以外の地域（丙地区）のそれは乙地区の00％
つまり甲地区の84.64 とされているので， 甲地区の料率が決まれば， 乙地区
と丙地区のそれは自動的に決まるから，甲・乙・丙の差はあって乱 実地で
は全国一本化が行なわれているに等しい。だから地区に相応しい料率が生ま
れる余地が全くない。この点て参考になるのがフランスの実例である。フラ
ンスといえば中央集権制の厳しいことで有名であるけれど乱 倉庫行政は地
方の知事に委ねられている。同国では商工会議所の勢力が大きいので，開業
許可は商工会議所が左右し，知事は商工会議所の判断を全面的に容認してい
る。商工会議所は本来的に「商人の拠城」であるはずであるから，知事が商
工会議所の判断をそのまま受げ容れるのは，日本流に言えぼ完全な「民主主
義」とい うことになる。フランスで料率の全図一元化なるものがないのは倉
庫業の局地性が理解されているためであるといえる。　
既述のとおりに日本では開業評可制と発券許可制とが併立していて，この
点に関して業界は特別の関心を払うていないが，この併立が国際的に日本の
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倉 庫 業 の 地 位 を 低 め て い る こ と に 注 意 し な け れ ば な ら な い
。　
倉 庫 業 界 は 現 在 次 記 の と お り の 国 際 的 団 体 を 有 し て お り
， 日 本 力 業 界 は そ
の い ず れ に も 加 盟 を し て い る 。
。　　1　The International Federation of Public Warehousing Asso-　　ciations,
   （ 仏 語 名 称 ，F ＆deration Internationale des Associations　　d
’Entrep6ts Publics ）,  1973 年 成 立 ， 本 部 所 在 地 は 加 盟 国 交 替 制　　
－　　m4　　 キ　■　　　　』●　　　4　A　　　　 ●　。●　　　　〃 －　 〃　●　　　　・　4-- マ　　 噛　　　　　　・ 八八42　lne international Association ot Ketrigeratea w aretiouses, is りi　
年 成 立 ， 本 部 所 在 地 は 米 国 首 都Washington 市　
上 記 の 国 際 機 関 に は ， 日 本 倉 庫 協 会 と 日 本 冷 蔵 倉 庫 協 会 が 加 盟 し て い る が
そ の た め に 開 業 許 可 制 と 発 券 許 可 制 の 併 立 を 建 前 と す る こ と が 端 な く も 日 本
の 倉 庫 業 界 の 地 位 に 対 し 大 き い 誤 解 を 招 い て い る の で あ る 。 倉 庫 証 券 の 発 行:
は 倉 庫 業 者 の 社 会 的 存 在 の 根 拠 を な す と す る の が 外 国 の 見 方 で あ る か ら ， 日
本 商 法 第598 条 （ 発 券 義 務 ） が 早 く 明 治 期 に 設 け ら れ た こ と も 合 点 で き る 。　 に
も 拘 わ ら ず ， 倉 庫 業 法 の 制 定 で 当 然 視 さ れ て い る 発 券 の 自 由 が 否 定 さ れ て い
る の で あ る か ら ， 外 国 か ら 見 れ ば ， 日 本 の 倉 庫 業 者 の 道 徳 的 レ ベ ル が 非 常 に
低 い た め に 発 券 許 可 制 を 必 要 と す る の で あ ろ う と い う こ と に な る 。 発 券 の で
き な い 倉 庫 業 者 の 存 在 は 外 国 で は 考 え ら れ な い こ と で あ る 。　
証 券 制 度 に 次 い で の 欠 陥 は 保 管 料 率 の 策 定 方 法 で あ る 。 現 行 制 度 は 古 い 歴
史 を 有 し て い て ， 従 量 保 管 料 と 従 価 保 管 料 と を 合 算 す る と の 建 前 に な っ て い
る 。 理 論 的 に そ の よ う に な っ た の で は な く ， 全 く の 歴 史 的 産 物 に 過 ぎ な い の
で あ る 。 寄 託 物 を 火 災 保 険 に 付 す る こ と は 商 人 と し て 当 然 の こ と で あ る が ，
日 本 で は 倉 庫 業 者 が 寄 託 者 の た め に 付 保 事 務 を 取 り 扱 い ， 保 険 料 を 保 管 料 の
原 価 に 含 め る こ と が 行 な わ れ て い る の で ， 営 業 規 則 と も い う べ き 標 準 倉 庫 寄
託 約 款 （ 昭 和35 ・2  ・ 1 実 施 ） に 次 記 の 規 定 か お る 。　
第32 条 第1 項　 当 会 社 は ， 反 対 の 意 思 表 示 が な い 限 り ， 寄 託 者 又 は 証 券 所
持 人 の た め に ， 受 寄 物 を 当 会 社 が 適 当 と す る 保 険 者 の 火 災 保 険 に 付 け る 。
た だ し ， 他 の 倉 庫 業 者 に 再 寄 託 し た 受 寄 物 に つ い て は ， そ の 再 寄 託 を 受 け
た 倉 庫 業 者 が そ の 適 当 と す る 保 険 者 の 火 災 保 険 に 付 け る も の と す る 。　
何 条 第2 項　 受 寄 物 の 火 災 保 険 に 関 す る 事 項 は ， す べ て 当 会 社 （ 再 寄 託 を
し た 受 寄 物 に つ い て は ， そ の 再 寄 託 を 受 け た 倉 庫 業 者 を い う 。 以 下 第34 条 ま で 同
貳 ） と 保 険 者 と の 特 約 に よ る 。
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同条第3 項　当会社は，寄託者又は証券所持人に告知しないで，保険者を
変更することができる。　
日本の倉庫業界の付保条項は，フランスの倉庫証券付貨物を除いては一種く
独特の慣行である。付保関係の営業規則の他国の例を，つぎに示してみる。
1　 ハンブルク倉庫寄託約款（1956 ・ 11月版） 第21条　倉庫営業者は， 別
段の合意がない限り，いかかる種類の保険も引受けない。倉庫営業者は。
保険に付し うる損害に対しては責任を負わない。その損害が自己の使用
人の過失により生じたとき 乱 責任を負わない。　2　
米国倉庫協会標準寄託約款（1964・5・25採決） 第11条6 項　倉庫業者
は,原因の何たるを問わず,滅失または毀損に対し貨物を保険につけない。
上記の2 例から）見て明らかなように，付保手続きと費用とは寄託者の負担
になっているから，保険者の選定は寄託者として大きい関心事となるのみで
なく，保険料率の関係から寄託者は倉庫業者の運営する倉庫の庫質にも関心
を払わなければならないことになる。だから，問題は単に付保手続きと費用
との二件に留まらず，倉庫業者は庫質の向上によっても競争をしなければなノ
らなくなる。この事は営業倉庫一般の庫質向上を促すことでもあるから日本
全体として考えなければならない。　
日本では既述めとおりに，保管料算出に当り，従価率保管料と従量率保管丿
料とを合算する方法を用いて来たので，従量率保管料だけを用いる諸外国と
著しい・対照を呈している。これは付保事務を倉庫業者が寄託者のために引受
げるに至ったからである。　この慣行が始まったのは明治24年 （1891年） であ
った4)。 それまでは保険料は「別途之ヲ中受 ク」とするものであった。火災
保険料に充当するために従価保管料率なるものが生まれ，今日に至っている
わけであるが，明浜初期には，貨主は日本に進出していた外国保険会社との
付保契約締結を文字どおりに毛嫌いし，倉庫業者に依頼するに至って，前記
のごとく今日の慣行を生んだわけであった。従って保険会社と荷主とが直接
に付保契約を結ぶのを当然としている諸国では倉庫業者は関係を有しないの
は容易に理解できる。-　
従価率保管料と従量率保管料との併存が合理的懲あるためには√前者から
の収入額が支払保険料と見合う場合だげであるが，そのようになることは殆
どなく，従価率保管料収入の方が従量率保管料収入を上回るのが常であった‥
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ことから，倉庫業界での保管料割戻しなり，割引きなりの「源資」を生むにj
至ったのみでなく，寄託者としても実質上の割戻し，または割引きを実現す
るのに寄託中込価額を引き下げる戦術に出るようにもなった。　
いま仮に次記のとおりとして，保管料率の値上げが行なわれたとした場合
ノに，寄託者として値上げに対応しての寄託価額引下げ率を計算してみる。　
寄託価額　A 円，従価率a% として，従価保管料　V 円， 従量保管料J
円　
従価保管料と従量保管料との比を50％ずつとすれば，V 円＝s 円　
合算保管料　D 円＝V 十5, つまりp 円＝^ α十S　
改訂料率の値上率を従価・従量ともに同一としてb%( 以下単に＆とする)
値上げ前の保管料p 円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ト　
荷主が行なう寄託価額の引下げによる新保管料D' 円　
寄託者としてはD 円＝D' 円 を成立させようとするのであるから， つぎの
ような算式が生ずる。寄託者の新寄託中込をB 円とする。　　　　　D
＝Aa 十S　　　　　D
「＝召α( 十酌 十s(l 十分ヨA(l-x)(l 十b')a十5(1十的　
故に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ：　　　　Aa
十s ＝B 猷:1十&) 十く1 十ろ)＝^(1 一x')a{:1十的 十s(l十的　　　　
＝Aa(l 十b) －A αx( 十&) 手5(1 十み)　　　　　
∴Aax(l 十酌＝A 衣:1十&) 十衣1十b) －Aa  －s ＝Aab 十功　　　　
Aαb十功　(Aa 十s)&　　　　Db
λ;‾ －　　　　　　 －　　　　　　A
α （l 十 み ）　Aa(:1 十 的　　A 衣:1 十 的
換言すれば。　　　　　　　　　　　　　　　
保管料値上り分　
十　　　　　　　　x  = 値上げされた従価保管料　
寄託者は上記代数式を活用すれば，充分に対抗できることになる。　
現在，倉庫業界では年間に売上高としての保管料算出高がどれほどあるか
については計算されたことがない。貨物動向については，運輸省港湾局倉庫
課編「倉庫統計月報」が長い歴史を以て発行されているにも拘わらず，肝腎
の稼高が全国的に全く把握も調査もされずにいる。筆者の個人的な推計に過
ぎないが，つぎのようになる（単位：億円）。
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業　種　別 昭和51年 昭和52年 昭和53年 昭和54年
普 通 倉 庫 業
冷 蔵 倉 庫 業
水面木材倉庫業
3,734　
880　　
24
4,066　
970　　
25
4,471
1,180　　　
25
4,534
1,360　　
27
合　　　計 4,634 5,061 5,676 5,921
この表は，前記の「倉庫統計月報」に基づき，保管役務生産量を貨物品目
ごとにトソ数で算出し，その品目別の代表的と思われる貨物の1 に／・1 期丿
当りの保管料率をそれぞれ乗じたものである。普通倉庫業だけについての保
管料の推計高は，つぎのとおりになる6)。
昭和30年//
   35//
   40// 45//
50
].30億円
314　
609
1,392
3,376
昭和51年
?????
3,734億円4.0664,4714.534
上記の表の金額は推計に過ぎないが，割戻または割引を全然していないも
のとして算出しているから，実績はこれらの数字を相当に下回ることになろ
う。もし全国平均の割戻と割引との合計が15％であるとしてみれば，昭和54
暦年では約681 億円にも達することになることを業界は反省すべきであろう。
保管料を年間出庫高（金額表示） で割れば，営業倉庫を利用した場合の保
管のための流通経費率が求められる。昭和54暦年ではこの経費率は1.93ガと
なっているが，業界ではこうした比率さえも把握していないのが実際である。
倉庫役務の実需要者である荷主はその取扱い貨物についての経費に対して相
当に細心であるはずであるから，役務供給者である倉庫業者も流通経費率の
大小には需要者以上に細心でなければならない。米国倉庫協会（AWA ，シカ
ゴ市所在,   1891 ・ 10 （15創立）が倉庫役務販売のための標語とし でPAY asYou USE." 
を用いていることは他山の石とするに足りよう。倉庫業を利用
すれば，個々の荷口についての料金が独立的に明らかになるので“As YouUSE"
となるからである。
倉庫役務販売者の側に立って保管経費率を明らかにすることは，役務販売
戦術として重要なことに属するはずであるが，今日のところ必ずしも明らか
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ソ当り保経 費 率
(％)
?
?平 均 在 庫
期　　　 間
(月)
4.36
5.87
2.44
2.31
0,91
2.07
1.66
5.49
1.47
0.95
9.04
3.09
1.23
2.02
1.33
2.25
1.00
28
32
97
15
2
0
ソ
／期
保管料
(円)-235.6166.1191.8441.1578.6992.7302.8204.5565.8195.0
?
???
品　　 目40
??
?
?
?
?
?
?
?
?
??
―???
?
?
??
??
?
?
??
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
??
??????????
ユ1　非　 鉄　 金　 属12　
金　 属　 製　 品13　
電　 気　 機　 械14　
其　 他　 機　 概15　
板 ガ ラ ス ・ 同 製 品16
其 他 窯 業 品17　
石　 油　 製　 品18　
化　 学　 薬　 品19　
イヒ　 学　 肥　 料20
染 ・ 顔 ・ 塗 料
468.7　　
915.4　　
653.4
1,021.7　　
454.0　　
544.2　　
478.4　　
516.8　　
167.8　　
933.6
1.42
1.90
1.65
1.40
2.22
1.53
0.75
1.29
1.98
1.57
0.65
3.19
1.40
1.93
4.34
5.54
2.76
1.32
2.93
1.48
21　 合　 成　 樹　 脂22
其 他 化 学 工 業 品23
紙 及 び ゛ ル プ24　
化　 学　 繊　 維　 糸25　
其　　　 他　　　 糸26
化 学 繊 維 織 物27　
其　 他　 織　 物28　
缶　 詰　 ・　 瓶　 詰29　
砂　　　　　　　 糖30　
飲　　　　　　　 料
607.2　　
549.4　　
478.4　　
482.9　　
748.3　　
998.6
1,033.9　　
525.1　　
457.9　　
458.7
1.67
1.38
1.48
1.79
2.29
2.28
2.34
2.03
1.64
1.28
2.16
0.01
2.01
1.32
1.07
3.15
1.78
1.72
1.50
1.24
31 其 他 食 料 工 業 品32　
織　 物　 製　 品33　
其　 他　 日　 用　 品
582,0
682.0
869.4
1.42
2.25
2.04
1.46
1.54
3,71
22
34
?????????????
40
ゴ　 ム　 製　 品
其他製 造工業 品?
?
?
然　　 ゴ　 ム
金　 属　 鉱
動植物 性肥飼
雑
平 均
?
?
?
?
770.2
948.5
733.4
237.6
372.8
309.4
928.0
A'7Q    ri-ri
 LJ ．＼^
1.33
1.85
1.91
2.07
2.46
1.71
1.78
1.83
1.57
3.22
1.72
5.48
3.42
2.43
3.18
1.93
（注a) トソ/期当り保管料の税価率分り トソ価は，昭和54年6 月価額で，「倉庫統計月報の
その月号に依る。
（注b ） 「40品目」は，前記月報で用いでいる分類である。
（注c ） 保管経費率＝年間推計保管料÷年間出庫高（金額表示）
でないので，筆者の推計に過ぎない憾みがあるが，昭和54 暦年の普通倉庫業
について，つぎに示してみたい7)。十　
既述のとおりに倉庫業者は受寄物の火災保険については，商法第647 条に
定める第三者保険を重要視しているのに反し，自己の経営についての保険に
は建物の火災保険しか注目するところがない。　普通倉庫業者は年間に（昭和54
暦年），147,727 千トソを受寄し，146,064 干 トソを引渡しているから，合
計293,791 干 トソもの貨物を「取扱って」いる。そして年間を通じて22,315
千 トソもの貨物を在庫させているのであるから，この間に受渡しのミスに因
る賠償額も相当に生じていなければならないにも拘わらず，この損害に関し
ては一切を自家保険（Self-insurance）に付していて， カバーする方法を採っ
ていない。自社め職員の善管能力を完全無比とする意気込みは大いに評価し
なければならないが，善管能力の完全性が現実には存在するとの考え方は，
倉庫保管企業の立場に立ってみれば，経営者能力に疑念が生ずる。　
自家保険に代えて企業で発生する危険を付保するには責任保険 （LiabilityInsurance ; Haftpflichtversicherung;
 Assurance　de responsabilite)の制度を利
用することである。責任保険は日本では昭和32 ・12・24に東京海上火災が売
出し，倉庫業界と連絡をつけ ようとしたのであるが，全国的に統一して業界
が用いているつぎの標準倉庫寄託約款第38条第1 項「寄託者又は証券所持人
に対して当会社が賠償の責任を負う損害は，当会社又は使用人の故意又は重
大な過失によって生じた場合に限る。」 が ネックとなって今日に至るも実現
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しないでいる。 この約条を見ると，軽過失には責任を負わないのであるから，
約款自体が付合契約（Contrat d'adhesion）であるとして乱 倉庫業者の一方
的利益の主張に失して公平を欠いている。　
倉庫業界が責任保険の制度を初めて利用したのはAWA （米国倉庫協会）で，
戦後に英国倉庫協 会 （NAPWK, National Association of Public WarehouseKeepers,
 ロンドン市所在）が米国に次いで採用した。米国では州によって倉庫
業開業に当り一定の供託金を要求しているものかおるが，それは荷主に対す
る損害賠償を完済させることを目的としている。故に米国では責任保険の付
保契約高を広告に明示している倉庫業者がある。　
責任保険が倉庫業界で行なわれるようになれば，対荷主とのトラブルの多
くが即決されるであろ うし，また倉庫業界の従業員の従業態度に明朗さが現
われることでもあるうと思われる。現行倉庫寄託約款には倉庫業者の賠償額
は火災保険金額（つまり寄託中込金額）を限度とする旨を示しているが（約款
第42条但書），従価保管料の制度を廃止すれば，海運業 者の船荷証券の約款に
見られるようにトソ当 りの賠償額を定めることもできるので，対荷主関係の
処理を機械的に処理することが可能になる。普通合庫業界での受寄物の平均
トン当り価額は，昭和54年については164 千円であった。 寄託価額は寄託者
の付保中込額であるべきであるが，従価保管料率制を用いている現在では，
寄託者は保管料を節約しようとして市価の70％ぐらいに寄託中込をしている
から，前記の164千円の実際市価は234千円となる。故に賠償額をトソ当り24
万円に定めると，問題は特別の歪みもなく片付くといえそうであるが，実際
間題としては不公平を生じようから，寄託申込書に付保価額を明記させるよ
うにすれば よい。その場合24万円を基準とし，これを超える部分について保
管料の割増しとすることになろうが，その実例は，つぎのごとく米国で見受
廿 ることができる。　
米国倉庫協会の普通倉庫標準寄託約款 （1964年採決） 第11 条C 項　寄託者
は，損害は…… 白レを限度とすること，ただし，その損害に対する責任額を
契約締結時に第1 条に定めるところにより貨物の一部または全部につき増額
しうること，その場合には正規の月額保管料に月間……ドルの追加があるこ
とを約諾する。　
この米国の例よりも船荷証券のそれに近いのは,上ドイツのハンブルク倉庫
24
会 社 の約 款第17 条 第5 項 であ っ て， トン当 り400 マル クとし， 支 払最 高限 度
額を5,000 マ ル ク と定 め てい る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(1981年9 月16日)
??
? 拙著『倉庫経営論』，学文社，昭和54年，p. 74.　
米国の統一倉庫荷証券法（1906年成文）第1 条倉荷証券は，すべての倉庫営業
者によって発行されることができる。（拙著『倉荷証券要論』，学文社，昭和43．p.
 157。　
ドイツ商法第424条　倉庫営業者 が， 裏書二依リテ譲渡シ得ル倉庫証券ヲ発行
シクル場合二於テ，倉庫営業者が寄託物ヲ引受 ケクトキハ，其ノ証券二依り寄託
物 ヲ受取ルコトヲ得ベキ者 二対スル倉庫証券ノ引渡ハ，寄託物ノ上 二行使スル権
利 ノ取得二付キ，寄託物ノ引渡ト同一ノ効カヲ有ス。（松木太郎訳『全訂独逸商
法』，有斐閣，昭和23年，p. 102）
3） 倉庫経済研究会編『回顧八箇年』，同会刊，昭和22年,   p.125一6． 本書は当時
としてのGHQ の目を憚って刊行されたものである。4
） 旧東京倉庫（現，三菱倉庫）と旧明治火災保除会社との間で付保特約が成立し
たのを最初とする（旧日本倉庫協会編『日本倉庫業史ふ　日本倉庫業会刊， 昭和
16年，p.462.5
』 拙文「倉庫業の保管料の推計一昭和54年分」，東洋大学経営研究所『経営論集』
第17 号，昭和55年12月刊,   p. 88.6
） 運輸省港湾局倉庫課は，昭和56年9 月10日を調査票提出期限として倉庫業経営
状況調査に乗り出すことにした。調査は全国の普通倉庫・冷蔵倉庫業全社を対象
に実施するもので，全社対象はこれまで例がない。日刊「日本海事新聞」昭和56　
・8・31）。　　
同新聞記事に依れば， 対象企業は普通倉庫業者は2,495 社， 冷蔵倉庫業 者 は
1,314社で， 各社の55年度 （または最近時）の事業年度における経営状況を詳細
に調べるというのであるが，「取扱高」として入出庫高を掲げていて，月末在庫
高の年間累計を除いているのは大きい手落ちであるとしなければならない。保管
役務生産量とい うものに関心を失っているからに他ならない。7
） 拙文，「倉庫業の保管料の推計一昭和54年分」， 東洋大学経営研究所 『経営論
集』第17号，昭和55年12月刊,   p.100.8
） 年末現在貨物現在高
業　　種　　別
?
?
?
?
?
（干 トソ ）
（　 々　 ）
(千立米)
昭和52年末-21,
 068. 41,663.61,771.3
（注） 「倉庫統計月報」，各年末号
昭和53年末-21,441.61,768.91,
 737.1
昭和54年末
23, 105. 2
1,820.3　
1,853.7
